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「境界確定と地籍調査」
   ──日本土地法学会第44回大会(2002(2002(2002(2002(2002年年年年年1010101010月）月）月）月）月）

　　　　　　　　　　　　　　　　安本　典夫
■「不動産ニ関スル物権ノ得喪及ヒ変更ハ登
記法ノ定ムル所ニ従ヒ其登記ヲ為スニ非サレ
ハ之ヲ以テ第三者ニ対抗スルコトヲ得ス」
（民法177条）。これをめぐってきわめて精緻
な理論が構成され、また多くの判例があるこ
とはここに繰り返すまでもなかろう。 　
　しかし、もし登記にあるのに、現地に土地
がなかったらどうなるか。あったとしても、
境界がはっきりしないということは珍しくな
い。精緻な理論のそもそもの前提がくずれか
ねないのだ。

■〝現地には目には見えないが筆界によって
区分され、番号（○○番地など）をつけられ
た土地がある〟という前提にたって、それを
所有するのは誰かを示すのが「権利に関する
登記」である。つまり、筆界による区分は登
記の前提であり、当事者の合意によって動か
せるものではない。契約や時効によって所有
権界が動いても、筆界がそれにあわせて動く
のではなく、筆界と所有権界がずれたとき、
それを一致させようとすれば、分筆して登記
を変更しなければならない。筆界はこのよう
な意味で公法上の境界であり、所有権界は私
法上の境界である。登記制度も、表示に関す
る登記と権利に関する登記に区別されてい
る。境界確定訴訟も、非訟事件として、きわ
めて特殊な性格をもつ。従来の考え方は、こ
のようにまとめられようか。

■ところが、この「客観的に存在する」はず
の境界が、現地のどこかは、はじめに述べた
ように、なかなか分からない。不動産登記法
17条は地図を登記所に置くことになっている
のだが、置かれている地図の多くは「公図」
である。これは昔、地租をとるために作られ
た図面で、かなり杜撰なものである。もっと

も、かつては共同体の中で、溝１本でお互い
に境界は確認されていたから、凡その位置を
示す地図で事足りていたともいえる。しか
し、今はそれでは役割を果たせない。それで
も日常的には何とかその問題には触れないで
近所づきあいをしていたのが、売買や用地買
収とか、隣同士で角を突き合わすようになっ
た時になって問題が噴き出してくる。隣人間
でそれを解決しようにも、その資料を専門家
に頼むなどしなければならず、費用は高額な
ものとなる。 　
　登記制度の前提をなすものならば、国家の
責任で境界の確定とその正確な地図の作成を
やるべきはないか。現在、国土調査法にもと
づいて地籍調査が行われている。これは、市
町村が、国・都道府県合計75％の補助を受け
て実施することになっている。もっとも、こ
の進捗状況は低く、特に都市部、なかでも関
西の都市部ではほとんど進んでいない。いず
れにせよ、登記制度の前提が一種の機能不全
になってきている。 　
　このような中で、裁判外の紛争処理制度と
して、土地家屋調査士など専門家によるＡＤ
Ｒ等も提起されている。

■そこで、何らかの意味で境界を「確定」す
るルートである境界確定訴訟、ＡＤＲ、地籍
調査のそれぞれの法的性質、あり方を検討す
る中で、境界概念自体の意味を、その見直し
をも視野にいれながら検討する、という趣旨
で、今年度の日本土地法学会の「境界確定と
地籍調査」が企画された。報告は次の通りで
ある。 　
　「境界と所有権界──取得時効制度の観点
　　から」　草野元己（三重大学、民法） 　
　「境界確定訴訟の訴訟法的検討」
　　　   　佐藤鉄男（同志社大学、民訴法）
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　「境界・登記制度とＡＤＲ」　　　　　　
　　　   　井畑正敏（土地家屋調査士）
　「地籍調査の法的性格と手続のあり方」　
　　　　    安本典夫（立命館大学、行政法）
　それぞれの報告の内容は、いずれ日本土地
法学会編の土地問題双書の一環として公刊さ
れることになるだろうから、ここで一々紹介
することはしないが、非常に限られた時間の
中で、なかなか充実した報告がなされたと思
う。筆界あるいは筆界（境界）確定の性格の
見直しの芽も出されてきたのではないか。ま
た、実際に地籍調査を進めている国土交通省
土地・水資源局国土調査課長の鮫島伸行氏に
もコメントをいただいた。そこでは、薪をと
りに入る人も少なくなり、世代がかわってく
る中で、山林の境界は、多くのところでもう
誰にも分からなくなってきつつある、この処
理の法制整備は喫緊の課題だ、なども述べら
れ、その面からの筆界制度の見直しも提起さ
れた。

■私がこの問題に興味をもちはじめたのは、
大阪土地家屋調査士会の下に創設された「調
査士制度研究会」に参加して、実務のいろい
ろな問題を学んでからである。そこでは、
「調査士会への強制加入制」とともに「地籍
調査」を担当した。
　以後、結構いろいろなところに地籍調査の
ヒアリングに行った。いくつかの地方法務

局・出張所、府・県庁。市町も、京都南部の
加茂町、和束町、京田辺市、大阪府の箕面
市、豊中市、和歌山県の橋本市、福島県郡山
市、埼玉県嵐山町、小川町などを訪れた。 　
　多くのところで、それぞれ「地籍調査の
主」のような人がいて（逆に、そのような
「主」がいないと、市町村の中でもこのよう
な事業は進まない）、地元の人との話のすす
め具合など、いろいろな話が聞けた。土地に
ついての権利意識、境界についての観念
等々、ところにより、というより同じ町内で
も場所によってきわめて多様な状況も聞くこ
とができた。もっとも、これらのヒアリング
が、役所のサイドのみというのは、土地家屋
調査士という非役所の専門家から話を聞いて
いるとはいえ、ちょっと偏りすぎかもしれな
い。
　 　
■この問題を、より広く境界の問題としてと
らえなおすことは有益だろう、というのが、
土地法学会のこのセッションの企画・運営に
コミットした理由である。山野目章夫氏（早
稲田大学）や、学会での司会もやっていただ
いた村田博史氏（京都産業大学）、松岡直武
氏（全国土地家屋調査士会連合会）にもご相
談しながら進め、何とか一応の目的は達する
ことができたのではないか、と思っている。
　　　　　　（やすもと・のりお　行政法）

本学会 井畑報告に付された資料より
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自著を語る自著を語る自著を語る自著を語る自著を語る

 立命館大学法学部叢書１号を刊行して
吉村良一

　この夏、拙著『公害・環境私法の展開『公害・環境私法の展開『公害・環境私法の展開『公害・環境私法の展開『公害・環境私法の展開
と今日的課題』と今日的課題』と今日的課題』と今日的課題』と今日的課題』を、法学部叢書の１号とし
て刊行することができた（法律文化社、2002
年８月刊）。多大な援助をいただいた法学会
をはじめ、関係各位にあらためて感謝した
い。 　
　本書は、わが国の公害・環境法の発展過程
とその特質を私法（とりわけ損害賠償法）に
焦点をあてて整理・分析したものであるが、
私が、このような公害・環境法の理論史研究
を行った動機は二つある。本書の「はしが
き」にも書いたように、近時、公害・環境法
の中でもとりわけ損害賠償法のあり方をめ
ぐって、従来のわが国の判例・学説は被害者
救済を強調してきたがそこには行き過ぎも
あったのではないかとの意見が出てきてい
る。しかし、わが国の公害・環境法、とりわ
け1960年代後半以降、四大公害裁判等を契機
に形成されてきた法理論は、果たして、「行
き過ぎ」を是正する必要があるようなもの
だったのであろうか。研究の動機の第一は、
このような「行き過ぎ」論に抗し、この時期
に形成されてきた法理論は今日なお問題を考
える上での出発点ともいうべき重要な意義を
有していることを明らかにすることにあっ
た。
 　第二の動機は、公害・環境法研究者として
の自己認識にある。というのはこうである。
わが国の公害・環境法の発展にとって1960年
代後半から70年代前半の時期は極めて重要な
意味を持っているが、その時期に第一線の研
究者として困難な中で理論を切り開いていっ
た世代が公害・環境法研究者の第一世代だと
すれば、その頃、学生・院生として、第一世
代の後ろ姿を見ながら研究者の卵として勉強
を始めた私の世代は、いわば第二世代にあた
るのではないかと思っている。もしこのよう

な自己認識が正しいとすれば、その世代のな
すべきことの一つは、第一世代の理論的成果
を正確に評価し継承し、そこから次の新たな
発展の契機を見出すことではないか。このよ
うに考えたことが、本書をまとめた二番目の
動機であった。 　
　具体的には、後掲の目次にあるように、第
１部で、わが国の公害・環境法理論の特質
を、明治期以降のわが国の歴史の検討（第１
章）と、わが国との対比で興味深い発展を示
しているドイツとの比較（第２、３章）とい
う二つの視角から分析した。その上で第２部
では、四大公害訴訟及びそれ以降の公害裁判
を念頭において、まず、明治期以降の法理論
を公害法形成の前史として位置づけて検討し
（第１章）、次いで1960年代後半以降の法理
論の特質を、過失、因果関係、共同不法行
為、損害論といった各論点ごとに分析した
（第２～６章）。そして、終章では、そのよ
うな公害法理論の今日的意義を確認し、さら
に、今後の課題にもある程度言及した。

　　　　　　　　目　　次　目　　次　目　　次　目　　次　目　　次
第１部　わが国における公害・環境法の特質
　第１章　わが国の公害・環境法の歴史
　第２章　ドイツにおける環境政策と法の展
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　　　　　開
　第３章　ドイツにおける環境民事責任論の
　　　　　動向

第２部第２部第２部第２部第２部　わが国における公害・環境私法の　
　　　　 展開
　第１章　公害・環境私法前史
　第２章　公害における過失責任・無過失責
　　　　　任　
　第３章　公害裁判における因果関係論の展
　　　　　開
　第４章　公害裁判と共同不法行為論
　第５章　公害裁判における損害論　
　第６章　公害賠償における「割合的責任」
　　　　　論の検討

終終終終終          章章章章章　公害・環境法理論の到達点と今日的
　　　　 課題

　これまでも、公害・環境法の個別の論点に
ついて理論史研究をするものは多数存在した
が、公害私法ないし損害賠償法全体について
包括的に（もちろん、本書には、第２部の各
論的検討に率直に言って精粗があることや、
公害・環境私法の重要な論点である差し止め
論が扱われていないという欠点があることは
自覚しているが）理論史研究をしたものは存
在しないように思われる。本書が、わが国の
公害・環境私法発展の特質をどの程度明らか
にし得たかについては読者の評価を待つほか
ないが、法理論の発展は、それまでの理論の
到達点の正確な把握抜きにはあり得ない以
上、今後、わが国の公害・環境法が新たな発
展を目指す場合、この数十年に蓄積されてき
た理論の分析は避けて通れない作業であり、
本書がその一つのたたき台になればと願って
いる。 　
　本書の内容は、一部の例外を除き、この10
年あまりの時期に書き継いできた論稿をまと

めたものである（もちろん、全体としての体
系性をもたせるために、相当程度の加筆修正
を行っているが）。研究書としては、私自
身、２冊目にあたるが、最初の著書（『人身
損害賠償の研究』（日本評論社、1 9 9 0 年
刊））が30歳代の仕事のまとめであるとすれ
ば、本書は、概ね、4 0歳代の仕事が中心と
なっている。10年ごとに１冊ずつという遅々
とした研究のあゆみには内心忸怩たる思いも
あるが、とにもかくにも本書をまとめること
ができたについては、多くの人の援助による
ところが大きい。特に、本書の第１部第２、
３章のドイツ法研究については、1990～91年
と1999年の２度に渡るドイツでの在外研究、
さらには、ケルン大学法学部との間で行われ
た共同シンポ（1995年）での知見なくしては
成り立ちえなかったであろうと考えている。
あらためて感謝したい。また、本書の内容の
少なくない部分が、現実に争われてきた公害
裁判を契機に書かれたものである。公害判決
の一つ一つは、それを勝ち取るための関係者
の大変な苦闘の産物である。私自身が弁護団
等との直接の議論で教えられたことも少なく
ないが、たとえそうでない場合であっても、
これらの論稿を書くに際しては、公害判決が
生まれるにあたっての苦闘については十分に
意識してきたつもりである。その意味で、公
害裁判闘争をになってきた人々に是非、率直
な批判と意見をいただきたいと願っている。
　本書を献呈したある先生からの礼状に、
「この時期に叢書を刊行する立命法学部の心
意気」に感銘を受けた旨の記述があった。本
書は、はからずも、叢書の第１号となってし
まったが（内容がそれにふさわしいかどうか
はともかく）、今後、次々に力作が法学部叢
書として刊行され、わが法学部の研究成果を
世に問うものとしての叢書が発展していくこ
とを祈りたい。
 　(よしむら・りょういち　民法・環境法）
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　1990年代は、冷戦の終焉や新しい形の市民
運動の誕生ともリンクしながら、世界大の動
きとして「過去の不正に対する正義の回復」
が、声なき者たちの声として語られ始めた時
代である。拙著『法の政治学――法と正義と
フェミニズム』（青土社）は、そうした時代
認識の中で、筆者が日本における従軍<慰安
婦〉問題に取り組む中で生まれた。そこで、
ここでは、筆者が従軍〈慰安婦〉問題を自ら
の研究課題として引き受けることを、日本国
民の一人である「わたしの」責任と考えるよ
うに至った経緯を書き記すことで、拙著の紹
介に代えたい。 　
　現在では、「新しい歴史教科書を作る会」
の運動や、各地の教育委員会による教科書採
択を巡る多くの市民運動に見られるように、
従軍〈慰安婦〉問題は、現代の日本社会が抱
える社会問題の一つになっているといってよ
いだろう。しかし、わたしたち多くの日本国

キム・ハクスン

民は、元従軍〈慰安婦〉にさせられた金学順
さんが1991年に名乗り出るまで、〈慰安所〉
という名の戦時性奴隷制度が、東アジア諸国
のどれほど多くの女性たちを今なお苦しめて
いるのか、ということに気づかなかった。さ
らには、男性を中心とした歴史 History、あ
るいは国民国家の国益重視の外交史の中で、
彼女たちの苦しみの声にさえ沈黙を強いてき
たことに、まったく気づかなかった。この気
づかなさは、単なる無知ゆえではない。むし
ろ、日本国民たちは、〈慰安所〉、〈慰安
婦〉については、語ってきたのだ。一方的な
元軍人たちの思い出の中でむしろ美化された
形であれ、その存在については、多くの人は
知っていた。 　
　筆者は、ある事実について知ってはいたも
のの、その事実について異なるパースペク
ティヴを持てなかった、ということに気づく
こと、つまり、その事実を見ている自分の視
点を含めた事実のあり様が、他者からいかに

『法の政治学』を刊行して
岡野八代　

          

見られているか、ということに気づくことが、
批判的認識論へと至る契機であることを、専門
である政治理論の中で捉え返したかった。他方
で、自らの視点が、ある出来事を客観的な事実
として、あるいは社会的正義の問題ではない事
柄として構築できる権力を伴っていることに無
自覚でいられるのは、法という制度――ここに
は、文法や習慣、規範的・文化的コードも含ま
れる――が関係しているのではないか、と考察
する必要性を強く感じた。 　
　したがって、筆者は、フェミニズムの視点か
ら法現象を批判的に捉える理論を考察すること
から本書を始めた（第１章「法とフェミニズ
ム」）。フェミニズムの議論から学ぶことに
よって、実定法だけではなく、社会規範、文法
などをも含んだ広義の法の中に、わたしたちが
日々紡ぎだしている豊かな世界をさまざまな領
域へと分断し、その分断された諸々の領域がい
かなる人為的な力をも免れた「自然な」領域で
あるかのように見せかける効果（＝法の力）を
見出したかったからである。
　上のことはまた、戦後半世紀を経てもなお東
アジア諸国との信頼関係を結べずにいる戦後の
日本政府を維持してきたのはわたしたち国民で
ある、というその政治性に思い至ることなく、
あたかも「自然に」日本人として生まれたかの
ようにして生活できるのもまた、戦後日本が政
治的に作り出してきた国籍法を始めとする法や
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制度のおかげであることを喚起することでも
ある（第２章「従軍<慰安婦>問題が照らし出
す<わたし>の諸相」、第３章「<わたし>の自
由と<われわれ>の責任」）。
　フェミニズム理論に刺激された歴史家、文
学批評家たちによって、肉体的にも精神的に
も多大な暴力を被った被害者たちが、その被
害を告発することによって押しつけられるス
ティグマを恐れ声を挙げることができない、
あるいは暴力の経験を再び想起できない、誰
とも共有できない、といった事態のために、
いかに社会から孤絶してしまうか、というこ
とはすでに明らかにされている。そして、彼
女たちが被る暴力後の社会的孤立は、二次被
害である、と。とするならば、戦争加害国で
ある日本と被害国であるアジア諸国を隔てる
国境・社会文化的断絶・東アジア内での歴史
の非共有といった分断線もまた、現在もなお
公的にはほとんどその主張を聴きいれてもら
えない元従軍<慰安婦>にさせられた女性たち
に対し、再び暴力を振るっているとはいえな
いのか（第４章「暴力・ことば・世界につい
て」）。さらには、「道義的責任はあるが、
法的責任はない」という論理でもって、彼女
たちに対する個人賠償をいっさい認めようと
しない司法の言説は、暴力的行為とはいえな
いのか。法を幾度となく再想像・創造する政
治がもつ可能性を探求しようとしない日本国
民は、戦前と変らぬ態度をアジア諸国に対し
て示しつづけているのではないのか。
　多くの戦後補償を求める声に、政府の立法
不作為を国家賠償請求により司法的に救済し
ようとした関釜裁判下関地裁判決を除いて、
今なお司法は何ら応えようとしていない。し
かし、そうした日本の国内法にたいして、
「果たして、法とは国家が独占するものなの
か、法とは正義の実現ではなかったのか」と
いう問いを突きつけたのが、2000年12月に東
京で開催された女性国際戦犯法廷であった。
この試みは、加害国日本の団体 VAWW-NET Ja-
pan によって主催され、８カ国64人の被害女
性をはじめ、海外からの500人を含む1200人の
参加者を集め、世界的にも注目された民衆法
廷である。 　

　女性国際戦犯法廷は、法を巡る一つの大き
なパラドクスをわたしたちの前に提示した。
つまり、日本の判決例に見られるように、そ
して、目隠しをした正義の女神が象徴してい
るように、法に訴えるときにわたしたちは、
その語りにおいても儀礼においても、法の文
法に従うよう強要される。その文法を逸脱し
た言説は、法廷からは排除される。元従軍
〈慰安婦〉にさせられた女性たちは、少なく
とも日本の国内法においては、まったく聞く
耳を持ってもらえなかった。彼女たちは、法
外な者として留め置かれ続けている。しかし
ながら、なぜ、なおも彼女たちは法に訴えよ
うとするのか。彼女たちが求める正義と、実
定法なり国際法に体現される「法」の関係と
は、どのような関係にあるのか。 　
　「道義的には責任があるが、法的には責任
がない」という日本政府の見解は、社会正義
に照らした場合、正義に適ったことなのか。
道徳的な正義と、法的な正義とのあいだに
は、架橋しがたい断絶が存在するかのような
のだ。本書では、為されてしまった不正に
よって被った被害を救済することを第一の目
的とする正義を、政治的正義として提起し
た。この政治的正義は、あらゆる不正に対す
る無限の責任をすべての人に要求する道徳的
正義と、一定の公的な分配の準則を逸脱しな
い限り正義に適った状態であると考える法的
正義を架橋するだけでなく、法的な正義をつ
ねに歴史的反省の中で再審する場を提供する
だろう（第５章「遅れる正義/ 暴力のあと
で」、第６章「正義はどこまで可能か」）。
　わたしたちの生きる世界を分断している法
現象を批判的に考える、という本書の姿勢
は、「個人的なことは政治的である」という
スローガンの下で、既存の法学・政治学の領
域性をも批判してきたフェミニズム理論に多
くを学んでいる。わたしたちの生を分断して
いる境界線（＝法）の上に、わたしたちの生
を揺るがし、ある者の傷つきやすさを作りだ
し、ある者には特権を与えるような「政治
性」を見いだしたかった。
　自己/ 他者、私的領域/ 公的領域、女性/ 男
性、自国/ 他国といった領域設定を分断する境
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 世紀転換期は刑法においても激動の時代と
なった。1990年代以降、刑法においても新立
法が相次いでいる。しかも、その対象は様々
な分野に及ぶにいたっている。このように多
くの社会領域で国家刑罰の力を借りないと社
会を管理できないと意識されるにいたってい
るという状況は、異常と言うほかない。
　刑法は劇薬に例えられてきた。劇薬は、適
量を慎重に使えば、悪性の傷病をも治せる
が、使い方を誤れば、逆に命取りになってし
まう。また、対症療法には効くが、根治療法
には向かない。最近の刑事立法を見ると、刑
法も劇薬なのだということが忘れられている
かのようである。
　それではなぜこのように異常なまでに刑法
に頼るようになったのか。以前であれば感情
的な反応で厳罰化や犯罪化を求める声があ
がっても、専門的な知見に基づく理性的な対
応がその暴走の歯止めとなっていた。ところ
がいまや理性はその権威を失墜し、直感や感
情が理性による検証を経ることなく国家の刑
事政策を動かすかのようである。これは単に
国民の不安感の高まりということだけでは説
明がつかない現象である。それはむしろ法意
識・規範意識や政策形成のシステム自体が変
容しつつあることの反映なのではないか。
　そのような問題意識から現状を分析してみ
て、私は拙著においてまず、ME技術革新に担
われた情報化が労働手段の質的変化をもたら
し、そのことが経済や社会のあり方にまで影
響しつつあること、そして、この経済社会の
変化への対し方の1つが新自由主義であるが、
そのもとで市場がもつ弱肉強食の力を利用し

　　　　刑法は劇薬なのだ
　―　―　―　―　―     拙著『行為原理と刑事違法論』を語る拙著『行為原理と刑事違法論』を語る拙著『行為原理と刑事違法論』を語る拙著『行為原理と刑事違法論』を語る拙著『行為原理と刑事違法論』を語る     ―――――

生田勝義

　　　　　

界線に政治的なるものを読みとること。そし
て、その境界線にこそ介入し、新しい社会の

構想を描いてみること、それが本書を貫いて
いる筆者の関心である。
　　　　　　　(おかの・やよ　政治思想史)

つつ強行されている社会変化が政治手法や法
意識に大きな影響を与えていることを明らか
にした。その上で次に、このようにしてなさ
れている刑事立法の多くがそれによる犯罪抑
止効を証明できない象徴立法になっており、
選挙民の不安感に応えるとか、報復感情に応
えるに過ぎないものになっていること、しか
も、それらは人権保障を危うくするばかり
か、社会の自治能力をも衰退させてしまいか
ねないものになっているという問題を指摘し
た。最後に、自律を擬制した排他的厳罰的刑
法でなく、自立を支援しあう連帯的包容的刑
法が重要になっていること、そのためには近
代刑法原理であった行為原理の再評価とそれ
に導かれた刑事違法論が必要なことを提言し
た。
　詳細は拙著に当っていただくとして、ここ
では行為原理について最も重要なのに看過さ
れがちな点にのみ言及しておく。行為原理と
は、社会に損害を与えた行為のみを犯罪にで
きるというものである。ここには社会侵害性
概念が含まれている。注意してもらいたいの
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は、その「社会」は生身の人間が日々生活し
ている現実の社会であるが、同時にそれは生
まれながらにして尊厳をそなえた平等な人間

のための社会であると解されていることであ
る。事実と価値（人権）が統一的に把握され
ているわけである。
　　　　　　（いくた・かつよし　刑事法）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　

留学報告留学報告留学報告留学報告留学報告     中国の「大学改革」事情
　　　―― 清華大学における見聞から

　　　宇野木　洋

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
　2001年９月末から02年３月末までの半年間、中国・北京の清華大学人文学院中文系で在外研究
を行なった。想像を絶する市場経済の全面展開という状況の変化にも基因したのだろうが、過去
２回の天津・南開大学中文系における留学（1987・93年）とは少し異なる、興味深い見聞・体験
を重ねることができたように思う。この場では、そうした問題群の中から、「大学改革」をめぐ
る見聞を中心に紹介しておくことにしたい。「法学部ニューズレター」という性格から、私の専
門領域（中国現代文学・文化理論）の話題よりも関心を持って読んでいただけるのではないか、
などと考えたりもしたからだ。ただし、専門領域の研究もせずにこんな問題ばかりに関心を持っ
ていたのか、といった「誤解」は招きたくないので、末尾に、専門研究領域に関して行なったト
ピックス（イベント）を時系列的に記しておく。「余技」としての「大学改革」動向情報収集だっ
た点は、くれぐれも「誤解」なきように...。
 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

▼周知のように、建国後の大学政策は1952年
の「院系調整」から始まり、その一環とし
て、文系大学・理系大学へと整理することが
目指された（例えば清華大学の文系を北京大
学に移設し、北京大の理系を清華に移すな
ど）。だが、1990年代中期以降、市場経済の
進展や高度情報化社会の出現、大学進学率の
急速な向上（北京・上海といった大都市では
20％以上、「専科大学」「夜大学」なども含
めると60％に上るとも聞いた。そう語ったの
は今回知り合った南開大学副学長だ）などに
よって、文理総合大学の必要性が叫ばれるよ
うになり、大 学の大型合併（浙江大学と杭州
大学の合併が有名だ）や新学部設置が相次い
で進められていたことも、比較的よく知られ
ている。ただ、こうした「拡大」の取り組み
はほぼ一段落してきているようで、現在は、
研究・教育の「質」の問題が課題として浮上

してきているとのことだった（もちろん、い
わゆる「重点大学」のみにおける動向なのだ
ろうが）。
▼清華大学でも美術学院の発足（中央工芸美
術学院を吸収合併＝2000年）や医学院の創設
（解放軍総医院と協力＝2001年）などを経
て、現在は人文学院を始めとする文系の本格
的な強化を大きな戦略として位置づけてお
り、熱心な改革議論が進められていた。たま
たまその一環として開かれた学内会議に出席
する機会（日本の動向紹介をさせられた）が
あったのだが、副学長の報告や討論の中で、
「清華大学は世界の一流大学の仲間入りを果
たす」「その鍵は、文系を始めとする質的向
上への取り組みにある」といった言葉が飛び
交っていて驚いた。聞くと、江沢民国家主席
が「清華大学と北京大学を世界の一流大学に
する」との報告をしたのだという。中国のス
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テータスを高めるための国家プロジェクト的
位置づけがある（2001～5年の第10次五ヵ年計
画にも位置づけられているとのことだ）よう
で、この５年間は、国家からの予算も60％増
になっているそうだ。
▼「世界一流大学」のメルクマールの１つ
は、研究水準の問題だろう。清華は「研究型
大学」を目指しており、世界的な華人研究者
の招聘や「高等文科研究所」の設置、全学生
（２万人）の半数を大学院生で確保すること
などが当面の目標だそうだ。そういえば、こ
の間、中国各地で有名研究者のヘッドハン
ティングも激化している（移籍金や給与面を
始め様々な優遇措置もなされているらし
い）。清華中文系に限っても、この半年間
で、フェミニズム批評で日本でも有名なカリ
フォルニア州立大学の女性教授（中国人）を
始め３人の著名な研究者の赴任人事に成功し
ている。南開大学中文系の友人が、やっかみ
半分に「清華は“有権有銭”だものなあ」と
言い、北京大学中文系主任（学部長）が、
「５年後の清華中文系はすごいことになる」
と語っていたのもうなずけるところだ。
▼2001年暮、社会科学院文学研究所の知人が

院生向けに特別授業をするというので、挨拶
も兼ねて聴講に行ったところ、中文系教員３
名と人文学院の中文系以外の教員２名も出席
していた。不思議に思っていると、授業が始
まるや、彼らは何やら分厚い資料をもめくり
つつ調査表のようなものに書き込みをしてい
る。それを盗み見て驚いた。何と講師の授業
内容に評点を付けていたのだった。説明の仕
方、テーマ設定などといった項目ごとにＡＢ
Ｃ評価を行ない、コメントも記すようになっ
ている。後で聞くと、清華では教員採用の際
には、実際に授業をさせて選考委員が評価す
るシステムになっているとのことだ（知人も
清華移籍組だったのだ）。この評価と研究業
績を勘案して、最終的な採用決定を行なうの
だそうだ。日本でも、教員採用の際には教育
業績をも評価に加えつつあるが、具体的に授
業実践をさせて評価している大学は、まだほ
とんど皆無なのではないだろうか。
▼日本でも恒常化しつつある「学生による授
業評価アンケート」も、清華では、当然なが
ら全科目で実施されていた。100点満点で採点
する欄もあるようで、平均で60点以下の教員
は、給与面（報奨金）と次年度の授業担当に

関して「考慮」がなされるとも
聞いた。教授会はあっても教授
会「自治」は存在しない中国に
おいて、のことである。総じ
て、「合理主義」的アメリカ型
システムの徹底を肌で感じ、
様々に考えさせられるしかな
い。
▼こうした清華の多彩な「大学
改革」の取り組みにはきっとマ
スタープランがあるに違いな
い、と思って、友人の教員に無
理やり頼み込んで入手したの
が、「清華大学2001－2005年教
育改革と発展に向けた綱要（草
案）」である。「2001年暑期党
政幹部会議討論稿（８月13日－
16日）」との副題がある（毎年
夏休みに４日間を費やして、清華大学のシンボル「ニ校門」
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党・行政幹部が集中会議を開催していたのに
も驚くしかない）。「内部文書」らしいが、
『北京晩報』02年１月３日付に、「清華は学
部・大学院の一体化を目指す――研究型大学
の確立へ全力で」という記事が掲載され、
「世界一流水準への邁進と研究型大学の構築
を加速させるために、清華大学は『“第10次
五ヵ年計画”期間の大学教育改革と発展に向
けた綱要』を制定しつつあり、目下、全学で
意見徴集を進めている」として、その概要も
紹介しているので、言及しても構わないだろ
う。内容は、基本戦略から始まって、学部教
学の到達目標と「研究型大学」としての教学
システム、それを支える奨学金制度から事務
システム、そして「思想道徳教育を強化し、
優良な校風と学風の確立を世界一流大学の根
本とする」という課題まで、まさに全面的な
「大学改革」プログラムとなっている点には
驚かされた次第だ。
▼もちろん、改革を進めているのは清華だけ
ではない。中国のＷＴＯ加盟がいっそうの拍
車をかけているという話も聞いた。外国の大
学が中国に進出しつつある（ドイツのある大
学が上海の同済大学と共同で新学部を設置し
たそうだし、他にも中国に分校を開設する計
画が幾つかあるとのことだ）一方で、中国の
大学も海外に進出しようと計画している（北
京大学がアメリカとインドネシアに分校を設
置することを決めたとも聞いた）という、グ
ローバリゼーションの下における「大学教育
市場競争」も進んでいるように見受けられ
る。清華では、こうした情報を受けて緊急の
会議をも開催し、長期的戦略を練ったらし
い。その内容は知る術もないが、清華のター
ゲットは一貫してハーバード大学であること
だけは確かなようだった。ある清華の行政幹

部に、「日本なんて・・・。」と言われた際
にはさすがにちょっと腹が立ち、今に見てい
ろ、とつい思ってしまった自分が情けない。
 ▼日本では国立大学の独立行政法人化が問題
になっている。中国では90年代前半に、「国
家丸抱え」的状況からの転換（いわば「独立
採算制」的な方向の漸次的導入）が始まっ
た。清華大学全体の運営経費に占める「国
費」の比率は、現在55％だそうで、これは全
国水準で見れば「最低」（裏返せば、市場経
済原理から言えば「最良」）だとのことだ。
その原動力は、「清華同方集団」を始めとす
る清華が設置した企業グループからの「援
助」（奨学金・研究費補助・特許料・土地使
用料その他）が大きかったらしい。ただ今後
は、大学と設置企業との間の関係を整理する
方向（企業名称からブランドとしての「清
華」をはずすことも含めて）が打ち出されて
いるという。従来の、いわば「何でもあり」
的な中国型「産学・協同」（一体）が、今
後、どういう形を示していくのか、注目した
いところだ。

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
＊（01年）10月中旬～12月中旬＝カリフォルニア州立大学・孟悦教授（女性）の院生向け集中講義「フェ
  ミニズムとポストコロニアル状況」を聴講
＊10月下旬＝作家の莫言・余華・阿来と座談会
＊11月下旬＝清華大学中文系主催「中・日・韓の現代中国文学研究者シンポ」で、日本の研究者

  を「代表」させられて基調報告（参加者は30名程度）

＊12月下旬＝清華大学中文系の院生向けに２コマの特別講義（題目は「ポストコロニアリズムと竹内好」
　／聴講生は約20人）

南開大学での講演
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＊（02年）１月下旬＝ハルピン・長春へ資料収集旅行（東北師範大学など）
＊２月中旬＝上海・南京へ資料収集旅行（華東師範大学・東南大学など）
＊３月上旬＝南開大学文学院中文系で講演（題目は「日本学者は中国のポストコロニアリズム研究をどう
　見るか」／聴衆は中文系教員10名・院生約60名）
＊３月中旬＝清華大学の一般教育科目「日本民族論」のゲストスピーカーとして講演・討論（題目は「日
  本『右傾化』をどう見るか」／聴講生は200人弱）
＊３月下旬＝作家の残雪・張抗抗・程青と相次いでインタビュー
**以上は、隔週1回程度の中文系教員とのディスカッションと、同じく隔週１回程度の中文系院生による
  中国語「家庭教師」授業（後半は文学状況に関するディスカッション）を、日常的に行なった上での、
  一種イベント的なトピックスのみである。
〔付〔付〔付〔付〔付     記〕記〕記〕記〕記〕なお、本稿は、「北京発“小道消息”――『大学改革』と『六四・知識人』の現在ほか」
（『中国　文芸研究会会報』第250期機年号、2002年９月）と重複した部分があることをお断わりしてお
  く。　
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　(うのき・よう　中国文学）

アメリカ留学報告（ケンブリッジ・シアトル）アメリカ留学報告（ケンブリッジ・シアトル）アメリカ留学報告（ケンブリッジ・シアトル）アメリカ留学報告（ケンブリッジ・シアトル）アメリカ留学報告（ケンブリッジ・シアトル）

　「幾つかのロースクールを訪問してみて」
　　　　　　　　　　　　　　　　　出口雅久

１．　はじめに１．　はじめに１．　はじめに１．　はじめに１．　はじめに
　去る２００２年４月９日に妻と息子の家族三
人で初めてのアメリカ留学のために出発した。
従来までに三回、いずれも単身でドイツ留学を
した経験があるが、アメリカは二回の出張以
外、留学ははじめて、おまけに家族同伴、そう
いう意味では極めて新鮮な経験であった。今回
の留学目的は、懸案の集団訴訟の研究の他、東
西アメリカのロースクールを幾つか訪問し、こ
れまで関係の少なかったアメリカの学者との学
術交流を図ることにあった。出発直前までは英
語には少しは自信があったのだが…。

２ ．２ ．２ ．２ ．２ ． ハーバード・ロースクール（ＨＬハーバード・ロースクール（ＨＬハーバード・ロースクール（ＨＬハーバード・ロースクール（ＨＬハーバード・ロースクール（ＨＬ
Ｓ）滞在Ｓ）滞在Ｓ）滞在Ｓ）滞在Ｓ）滞在
　最初の留学地である、マサチューセッツ州・
ケンブリッジでは、ＨＬＳから徒歩１０分とい
う好立地に恵まれた２ＬＤＫのアパートに居を
構えて、快適な研究生活を送ることができた。

近くには、ブロードウェイ・スーパー・マー
ケットもあり非常に便利で、また芝生に囲ま
れたパブリック・ライブラリーでは、トド
ラー・ソングなるものが開催されており、妻
と息子にも良い住環境であったようだ。 私の
直接の受入機関は、東アジア法プログラムの
所長であるウィリアム・アルフォード教授
（中国法専攻）であった。研究所では、秘書
が三人おり、中国をはじめ、韓国、日本、タ
イなどの若手研究者が客員研究員として研究
に従事していた。同研究所は、ロスコー・パ
ウンドに因んでパウンド・ホールと名づけら
れた堅牢な建物の四階にあり、周りは素敵な
芝生に取り囲まれており、図書館と共に独特
のアカデミックな雰囲気を醸し出していた。
何と月５００ドルの客員研究員受入費用を
チャージされたが、殆ど個室同然の研究室を
与えられ、電話・パソコン、日本の新聞等を
利用できたことは研究生活にとって非常に役
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に立った。研究所では、様々な研究者との
アットホームな学術交流が行われていた。と
りわけ、中国人民大学法学院副院長・韓大元
教授とは、立命館大学との長年の学術交流経
験もあり、大変懇意にして戴いた。さらに、
研究所の同僚の中には、客員教授として滞在
されていた北京大学のアンソニー・ノウ教授
（江沢民主席直属の証券規制に関するリーガ
ル・アドバイザー）などもおり、ＯＥＣＤ・
イギリス・中国・香港から証券関係のトップ
レベルの専門家を招聘して連続講演会を企画
されていたことには大変感心させられた。毎
回、お昼の１２時に開始し、食事と飲物（ア
ルコールは御法度）が振る舞われ、報告者の
前でサンドイッチや寿司を食べながらの、ピ
クニック的なセミナーであるが、議論はかな
り長時間に渡り、熱心に意見交換が行われて
いた。研究所では、若手の中国人研究者が流
暢な英語で捲くし立てていたのに、わが陣営
では、若干発言に躊躇する方が私も含めて殆
どであった。情けないと思ったが、英語での
法的議論は思ったよりも難しいという点にそ
の時はじめて気づいた。我々日本人は、英語
が下手だということ以外に、知っていること
には発言するが、知らないことについて自分
の判断で意見を主張することが如何に下手か
を、ハーバードでの連続講演会に参加してい
やというほど思い知らされました。 　ハー
バードでは、マレイ先生のゼミの他に、ロー
先生の倒産法、ヴァッツ先生のリーガル・プ
ロフエッション、フォン・メーレン先生の国
際民事訴訟法、ラムゼーヤー先生の日本法な
どの講義に参加させていただいた。英語の苦
手な私にとっては講義の出席はかなりハード
であったが、３００万円という高額の授業料
を払い、最高の教学条件を提供しているＨＬ
Ｓにおいて、かなりの学生がラップトップを
持ち込んで、まじめにノートを取って勉強し
ていると思いきや、トランプゲームをしてい
る者もいることに一寸唖然とした。ドイツ留
学当時に、編み物をしながら聴講している女
学生の姿をつい思い浮かべてしまった。ある
時、昼食の約束をしたロー先生に学生してい

るコンピューターゲームについてお尋ねした
ら、"Yes, I know"という返事であった。その
時の直感で、ハーバードの学生は、もしかし
たら司法試験前にすでに就職先が殆ど決まっ
ていることと関係しているのかもしれないと
考えた。どうも日本で吹聴されている、プロ
セス教育というロースクール・イメージは、
ＨＬＳは特殊例かもしれないが、少し誇張が
あるような気がした。
　さらに、ハーバード・ロースクールでは、
土曜講座的な一般公開の講演も開催されてお
り、サンドラ・オコンナー・アメリカ合衆国
連邦最高裁判事によるセミナーにも参加し、
サイン入りの著書も入手することができたこ
とも良い思い出になった。また、６月には、
実務家向けての集中講義が二週間開催されて
おり、ハーバードの先生方によるテーマ別の
講義が展開されていた。参加者のなかには韓
国をはじめ、アジアの学生や実務家もおり、
非常に興味深かった。とりわけ、有名なエリ
ザベス・ウォーレン教授の倒産法講義は、聞
きしに勝る壮絶な講義で、一時間学生を圧倒
させていたのは非常に印象に残った。
　ところで、今回どうしてアメリカ、しかも
ハーバードを留学先に選んだのかというと、
実は、ＨＬＳには、ピーター・マレイ客員教
授という弁護士出身の先生がおり、以前から
ドイツやベルギーの学会で学術交流について
話し合う機会があった。マレイ先生は、ドイ
ツ語が非常に堪能であり、フライブルク大学
のシュトゥルナー教授とインターネットを利
用した集中講義を毎年開催している。私も、
今回、マレイ先生のヨーロッパ・アメリカ訴
訟法セミナーに参加させていただいた。参加
学生の中には、アメリカ人、フランス人、ハ
ンガリー人、そしてドイツ人が混じってい
た。法律学の世界は狭いもので、ドイツ人学
生の中には、ハンブルクのマックス・プラン
ク研究所で研究員をしており、私の指導教授
である石川明教授と日本商法を共訳している
ベルツ氏と、私の以前の留学先であるフライ
ブルク大学のシュトゥルナー教授の助手をし
ていたボアマン氏がおり、ケンブリッジ滞在
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中は、マレイ教授を含めて彼らとのドイツ語
での議論も盛んに行われた。何と、ハーバー
ドには、フォン・メーレン教授やヴァッツ教
授のように元々ドイツ人の方もおり、毎セメ
スターごとに英国風の建物・ファクル
ティー・クラブで行われる例会（シュタム
ティッシュ）には二十名以上の教員・学生が
ドイツ語で議論を楽しんでいた。さらには、
立命館大学でも毎年集中講義をして戴いてい
るアインズワース先生（税法）や、分野は違
うが、本学文学部の矢野先生が共同研究をし
ているシュタニッツ先生（デザイン・スクー
ル）とも交流することができた。
　また、ケンブリッジ滞在中には東海岸各地
の研究機関・ロースクールも訪問しする機会
を得た。まずフィラデルフィアに本部がある
アメリカン・ロー・インスティテュートの国
際民事訴訟法セミナーに参加し、ハザード教
授やシルバーマン教授を始めとする多くのア
メリカの訴訟法学者と交流する機会を得た。
さらに、協定大学であるラトガーズ大学ロー
スクールでは、リチャード・ハイランド教授
を訪問し、来年度の客員教授について事前の
相談を行った。ハイランド先生は、フライブ
ルク大学をはじめ、独・仏・伊・西語等を自
由に操り、ヨーロッパ各地で客員教授を歴任
されており、国際取引法・国際仲裁を専門家
であり、今後のロースクールの国際学術交流
には最適の人物である。
　ワシントンＤＣでは、アメリカン大学ワシ
ントン・カレッジ・オブ・ローを訪問し、グ
ロスマン学部長をはじめ、昨年度立命館で客
員教授をされていたボーン教授や、コア教
授、ポッパー教授等と学術交流について意見
交換をすることができた。とりわけ、ボーン
教授にはロースクールの案内や同僚の紹介、
その他個人的にも大変お世話になった。また
奥様のナンシーさんには家族共々楽しく過ご
させていただいた。ボーン教授のアイデア
で、ワールドカップのアメリカ対ポルトガル
戦では、朝七時にロースクールの大画面のあ
る講義室に集合し、教職員・学生を交えて
コーヒーを飲みながらアメリカチームを応援

したときは何か不思議な一体感を感じた。
　ワシントンＤＣ訪問の最後には、ジョージ
ワシントン大学ロースクールのマイケル・ヤ
ング学部長を訪問した。ヤング先生とは、留
学前の今年の３月に京都のシンポジュウムで
お話する機会があり、ケンブリッジ滞在中か
ら一度訪問したいと考えていた。極めて多忙
なスケジュールの中、時間を割いていただ
き、立命館大学のロースクール構想や今後の
学術交流について意見交換する機会を得た。
ヤング先生御自身も日本法の専門家であり、
アジアとの学術交流には極めて積極的であっ
た。会談の際に、壁に掛かっていたカーボー
イ・ハットとズボンの裾から見えるカーボー
イ・ブーツには、流石はアメリカだなと笑い
を堪えるのに苦労した。ワシントンＤＣは今
回で二回目の訪問であるが、最終日にはレン
タカーを借りて、郊外を少し回ってみたが、
とても環境の良いところであった。昨年のテ
ロの影響で空港は物々しい厳戒体制であった
が、キャピトル・ヒル周辺は意外とのんびり
とした雰囲気であった。 ケンブリッジでの滞
在の後に、７月初旬には、ボストンからオク
ラハマ経由でシアトル入りを予定したいた
が、協定大学であるオクラハマ大学を途中訪
問した。旧知のレオ・ウィナリー教授は、同
ロースクールで４０年以上も教授職にあり、
学部長、学長、知事も教え子であるそうだ。
夕食会のメンバー紹介で、本日は、学部長と
数名の同僚だけで、学長および知事は所用で
参加できないと茶目っ気たっぷりにウィンク
して見せていた。最近、建てられたムート
コートは、２００名程度収容でき、オコン
ナー最高裁判事がお披露目式には講演をされ
たようである。そして改築された図書館も含
めて、オクラハマのＯＢを中心とするブラッ
クゴールド（オイルマネー）で建築費は賄わ
れていたそうだ。大学は極めて広大であり、
車無しでは何もできないほどであった。ウィ
ナリー教授とは、オクラハマ大学との学術交
流についてかなり具体的に話し合う機会を得
ることができ極めて実りあるものであった。
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ボーン教授およびポッパー教授とアメリカン大学・ワシントン・カレッジ・オブ・ローにて

３ ．３ ．３ ．３ ．３ ． ワシントン大学（ＵＷ）ロースワシントン大学（ＵＷ）ロースワシントン大学（ＵＷ）ロースワシントン大学（ＵＷ）ロースワシントン大学（ＵＷ）ロース
クール（シアトル）滞在クール（シアトル）滞在クール（シアトル）滞在クール（シアトル）滞在クール（シアトル）滞在
  オクラハマ経由で辿り着いたシアトルで
は、ダウン・タウンから車で１０分程度のＵ
Ｗに近いキャピトル・ヒルにサブレットを借
りることができた。百年前に立てられた英国
様式の格調高い庭付きの三階建てで、家具も
非常に素敵なものが揃っており、家族一同シ
アトルの生活を満喫することができた。ただ
し、庭の水遣り、雑草取りは、思った以上に
大変でしたが。ご主人は、英国政府の役人だ
そうで、奥様はシンフォニーでバイオリン奏
者をされており、家にはグランドピアノもあ
り、うちの家内は喜んでピアノを弾いてい
た。お隣さんにも、息子と同い年のお孫さん
が出入りしており、ご近所とのお付き合いも
楽しい思い出である。
 ワシントン大学ロースクールでは、ベロニ
カ・テーラー教授が受入担当であった。ＵＷ
は、立命館大学と協力協定を締結しており、
今後のロースクールの展開においても極めて
重要な拠点校の一つと考えられる。現在、ワ
シントン大学の本部棟の西側に新しいロース
クールの建物を建設中であり、何やらビル・

ゲイツの親父さんがＵＷロースクールのＯＢ
だそうで、ビル・ゲイツ財団が４０億円を寄
付したようである。建物は、ウィリアム・
Ｈ・ゲイツ・ホールと名づけられ、来年の夏
には完成するようだ。本学の法科大学院もＯ
Ｂのご援助も募って立派なロースクール棟を
建立できれば良いのだが。
　さて、テーラー先生は、メルボルン大学か
らワシントン大学に移籍したばかりである
が、ワシントン大学ロースクールの伝統のあ
るアジア法研究所の所長として活躍が期待さ
れている。私がケンブリッジから移動した７
月には、ワシントン大学ではすでに夏期休暇
に入っており、一部の集中講義を除いて授業
は行われていなかったが、テーラー先生のご
紹介で、トーマス・アンドリュウス先生と交
流する機会を与えられ、先生のご自宅にも家
族でご招待を受けた。アンドリュウス先生
は、いわゆるリーガル・プロフエッションの
専門家であり、今年末に一橋大学の招聘で来
日される予定があり、立命館大学においても
セミナーを開催することになっている。ま
た、私の研究テーマとの関係では、若手の
ピーター・ニコラウス先生とも交流する機会
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　　　　（でぐち・まさひさ　民事訴訟法）

を得ることができた。ニコラウス先生はハー
バード出身であり、ＵＷには着任したばかり
であるが、国際民事訴訟法にも関心が高く、
今後の共同研究のパートナーとして交流を深
めて行きたいと考えている。因みに、彼は、
レバノン生まれで、最近は空港で良くテロリ
ストに間違えられて検問で辟易していると漏
らしていた。人種の坩堝のアメリカでの何と
も言えないエピソードである。
　今回のシアトルでのメインイベントは、何
といっても「ターニング・ポイントとしての
日本法」と題する国際シンポジュウムであっ
た。最も注目すべきは、日本法の大家であっ
た故ダン・ヘンダーソン教授のお弟子さんが
全米から集結した点である。ダンの一番弟子
はセントルイスにあるワシントン大学のジョ
ン・ヘイリー教授である。蝶ネクタイ姿で粋
なアメリカ人といった感じであるが、日本の
ロースクールの議論になると、これまでのエ
リート大学教育について痛烈な批判を展開し
ていた。他方、これに対して東大の内田貴先
生が極めて流暢な英語で、淡々とロースクー
ル問題について皮肉交じりのコメントをして
いた点は大変興味深かった。今回のシンポ
ジュウムでは、アメリカにもかなりの日本法
の専門家がおり、とりわけ若手研究者の中に
は自由に日本語を操ることができるロース
クール教員が存在していることに驚かされ
た。また、シンポには、日本側からは、現職
の検事総長が参加され、小島武司、谷口安
平、田中成明各先生など、ちなみにＵＷの縁
のある各大学の法学部教員や法曹界からも多
数参加されていた。ＵＷには、従来より弁護
士、特許庁、裁判官が定期的に留学してい
る。 シアトル滞在で大変貴重な体験となった
のは、ＵＷでとりわけ知的所有権を勉強して

いる日本の若い世代の方々と交流であった。
短いシアトル滞在の最後に、１０名ほど日本
人学生の皆さんが我々を囲んで夕食会をしよ
うと声をかけていただいた。彼らは、第一線
で活躍している弁護士、特許庁の専門官、裁
判官、企業の法務部の方々である。私の僅か
なドイツ留学の体験談に真剣に耳を傾けてく
れた。私は、日本を離れてもう一度ニュート
ラルな立場で日本を見詰め直す絶好の機会が
留学の一番重要なポイントであること、そし
て、なかなか難しいかもしれないが、決して
情報を自分だけで抑えないで、できるだけ多
くの人と共有することが留学する場合には重
要であることを、若い日本人学生達に訴えて
みた。夕食後、キャピトル・ヒルの我が家に
皆を誘ってワインを飲みながら各自の人生談
義が夜遅くまで続いた。
　またシアトル滞在中には、上田学部長、市
川、大久保各先生方がバンクーバーを訪問さ
れた際にＵＢＣを訪問したり、サンフランシ
スコに留学中の藤本先生とヘスチングス・
ロースクールのリチャード・マーカス先生
（来年度民事訴訟法学会で招聘予定者）を訪
問したり、バークレーの若手の先生方とも交
流する機会を得た。
　以上が私のアメリカ留学における各地の
ロースクール巡りの顛末である。今回のアメ
リカ留学で課題として掲げた通り、今後はア
メリカの研究者と継続的に地道な学術交流を
展開していきたいと考えている。少し地域的
には領域を広げすぎた感もあるが、未知数の
アメリカという学術市場において交換した２
５０枚のビジッド・カードのうち、打率一割
だとしても、二十数名の気の合った方々と着
実な学術交流が推進できればと考えている。
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２００１年アメリカ、バークレイ
渡辺　千原

 　２００１年８月１７日、私は夫とともに渡
米した。ロサンゼルスのダウンタウンで２泊
して、アメリカで「治安が悪い」ということ
は、怪しげな人がうろついていることではな
く、誰も町を歩いていないことなのだと知っ
た。おのぼりさんらしく、ディズニーランド
に遊びに行って、肥満が社会問題になってい
ることを実感した。 　
　８月２４日に観光を終えた夫が帰国して、
私のバークレイでの留学生活が始まった。
バークレイは、サンフランシスコからベイブ
リッジを渡ったイーストベイに位置する大学
町である。６０年代末から７０年代はじめに
かけて学生運動の拠点となったことは有名
だ。 　
　カリフォルニア大学バークレイ校は、ノー
ベル賞受賞者を多数輩出している有名校であ
るだけでなく、地の利もよく、アメリカ中、
世界中から研究者が集まる。私がお世話に
なった法と社会研究センターでも毎週、多い

ときは連日のように著名な研究者のトークが
催されていた。このセンターは、ロースクー
ルの付属研究機関であり、法史学、法社会
学、法哲学、法と経済学、法心理学など法の
学際的研究を手がける研究者が専任として所
属し、ＪＳＰ(jurisprudence and social
policy)という博士課程のプログラムを提供し
ている。センターの教授は、ロースクールの
教授を兼任しており、センターの授業はロー
スクールの学生にも開放されている。セン
ターの授業やトークは、将来弁護士を目指す
ＪＤの学生が幅広い学問領域に触れる上で
も、ロースクール専任教員が自分の研究を深
め、関心の幅を広げるためにも非常に有益か
つ効率的な方法であると感じた。そのほかに
も、研究と学生の教育が互いに無駄なく相乗
的にできるシステムが整っていることには感
服した。
　さて、そうして意気揚揚と始まった留学生
活であるが、ある朝の目覚めとともに狂い始

　　大学職員のストライキ風景。この日の授業の多くは、大学外の施設にふりかえられた。
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めた。９月１１日いつものように朝食を用意
してテレビをつけると、ニューヨークの町が
煙につつまれ、ペンタゴンには飛行機が突っ
込んでいた。「一体これは何なんだろう」
と、チャンネルをひねると、どの局も同様の
映像。それが現実のリアルタイムの映像であ
ることに気づくのにしばらく時間を要した。
その時点では、ブッシュ大統領の居場所が明
らかにされず、さらに何機かもハイジャック
されているとの情報もあり、報道は混乱を極
めていた。とにかく、とんでもないことが起
こっているということだけははっきりとして
いた。それでも、家にいても仕方がないので
大学に出向いた。休校にはならず、通常どお
り授業は行われていたが、大学も騒然として
おり、いつもは活気あふれる不法行為の授業
も、教授の声は上ずっていて学生の携帯電話
が鳴り響いていた。ロースクールの学生に
は、ニューヨークやワシントンに親兄弟など
関係者がいる者が多かったようである。その
日予定されていたトークは中止になった。 　
　その後は周知のとおり。テロは戦争行為と
ラベリングされて、国民の愛国心がかきたて
られ、開戦は当然、それに異を唱えるのは非
国民であるというようなムードがあっという
間に蔓延した。世界貿易センタービルの被害
者救済のなか二次被害にあって亡くなった消
防士や、ハイジャック犯と戦ってホワイトハ
ウスへの攻撃を阻止したとされる飛行機墜落
の犠牲者たちは、ヒーローと呼ばれた。家々
には星条旗が掲げられ、メジャーリーグの７
イニングには、「ゴッドブレスアメリカ」が
斉唱されるようになった。ベトナム戦争時
代、はげしい反戦運動が繰り広げられたバー
クレイでは、反戦運動が起こり始めたもの
の、その規模と勢いは十分とは思われなかっ
た。それでも全米では稀有の動きだっただろ
う。表現の自由を重んじる国で、戦争に反対
するのはタブー視された。パトリオット法案
はあっという間に通過したし、イスラム系ア
メリカ人への嫌がらせもあとをたたなかっ
た。日本人としては、このテロを、「パール
ハーバー奇襲再来」のように言及されること

にも懸念と不安を覚えたものだが。
 　自由を歌う国家が、これほど簡単に全体主
義的な雰囲気につつまれてしまうことには、
率直に言って非常にショックであった。そし
て、比較的スムーズに滑り出していた研究生
活にも支障が生じた。空路が混乱したため、
予定されていた多くのトークは中止された。
　開戦すると、カリフォルニアの青い空に、
飛行機の音が響くようになる。近くに軍事基
地があり、そこから出撃するらしいのと、警
戒巡回の音だったようである。その後の炭疽
菌事件は、「どこでも被害は生じる。次は天
然痘、あるいは核兵器かもしれない」という
恐怖を撒き散らした。実際、事件のピークの
ころに、大家さんがずいぶん昔に出した手紙
がフロリダ（は、炭疽菌被害者が出た地域の
ひとつ）から宛先不明で送り返されてきたと
きには、不気味で素手でつかむことができな
かった。西海岸でも、ベイブリッジやゴール
デンゲートブリッジ爆破計画の存在が発表さ
れ、地下鉄の利用者が一時的に増えたが、そ
れも海底をくぐるときには各車両で警察官が
警備にあたっていた。重い空気が西海岸まで
も覆っていた。 　
　しかし、アメリカは想像以上に大きく、そ
れも手伝って熱伝導が最初に見えたほどには
さしてよくない国であった。連邦主義をと
り、分権化が制度的に徹底しているだけでな
く、人種も多様で、それぞれの人種はそれな
りのコミュニティを持ってさして交じり合わ
ないで暮らしている。人種と階層がぴったり
と重なるわけではないが、貧困の差も大き
い。そんな社会の重層性が、さまざまな意見
や運動を胚胎させるのに役立っているように
思えた。実際、バークレイの隣町のオークラ
ンド出身の議員は上院で唯一開戦に反対し、
バークレイ市は全米で唯一反戦決議を出し
た。たとえ、それが唯一であっても、ゼロで
はない。それが多様な意見を尊重する姿勢を
回復していく風穴として機能していくしなや
かさは確かにあった。家々に掲げられていた
星条旗も年明けには雨期の始まりとともに、
少しずつ減っていった。そして、雨期が明け
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た４月に星条旗が再び戻ることはなかった。
　私が住んでいた西海岸は、実際のテロが発
生した現場からは飛行機でも５時間以上かか
るし、特にバークレイはアメリカの典型的な
町とは言えないところである。そんな町から
見た今回の同時多発テロは、ニューヨークや

ワシントンで体験するそれとも、
中西部の町で体験するそれとも大
きく異なっただろう。それでも、
アメリカの一体感のようなものが
急速に作られ、実際にアメリカ全
土をテロの標的とされるなかで、
国という単位と境界の不思議な強
固さを感じたというのもまた事実
である。
  以上、渡米まもなく、９月１１
日を迎えてしまった留学生活では
あったが、決してテロや戦争で狂
いっぱなしで終わったわけではな
い。「国内線は当分乗るな」とい
うアドバイスも早々に忘れ、ワシ
ントン、ニューヨークをはじめ月
に一度は飛行機に乗って遠出をし
たし、いったん中止になっていた
多くのトークも１月からの春学期
には復活した。むしろその平常ぶ
りに時折罪悪感を覚えるほどで
あった。
　そして気が付くと、あっという
間に在外研究期間は終わり、夏季

集中講義を控えて先ごろテロ一周年の前日、
９月１０日に帰国した。帰国してみると、１
年間が夢だったような気にさえなる。さて、
肝心の研究成果であるが、これはまた別の機
会にご報告することにしよう。
　　　　　（わたなべ・ちはら　法社会学）

　　カリフォルニア大学のシンボル、

　　　　　　　　　　　　　セイザータワーと門
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　　02年8月30日　　立命館大学法学部叢書１号発行：吉村良一氏 『公害・環境私法の展開と
                   今日的課題』
　　02年9月27日     金融法務研究会：鹿児島大学法文学部助教授 米田憲市氏「組織からみる企
                   業法務　－紛争の組織内処理過程」
　　02年10月5日　   国際学術交流研究会：フランクフルト大学法学部教授 Peter Gilles氏「法
                   曹養成2003年　－最近のドイツにおける改革議論いついて－」 通訳　出口
                   雅久氏・本間 学氏
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　第31号　（2002年12月）

 法学部定例研究会：法政研究会・公法研究会／民事法研究会／政治学研究会・
　　　　　　　　　　　　刑事法研究会
     学術研究プロジェクト：人文科学研究所／国際言語文化研究所／
　　　　　　　　国際地域研究所／衣笠総合研究機構

    02年10月15日   中間団体研究会：大久保史郎氏「法科大学院での憲法教育と中間団体研究」
　　02年10月18日   国際学術交流研究会：ボルドー政治学院CERVL-CNRS研究部長 Vincent
　　　　　　　　　 Hohhmann-Martinot氏「新しい政治と政党の変容　－比較の視点から－」通
                  訳 堀 雅晴氏
　　02年10月23日　2002年度法学会特別講演会：ドイツ･フライブルク大学教授 Manfred
                  Loewisch氏「ＥＵの労働法」
    02年11月2日　 立命館土曜講座：中島茂樹氏「憲法からみた有事法制」
    02年11月8日  　現代取引法研究会：大河純夫氏「明治前期民事裁判と民法420条成立の意味」
    02年11月16日　立命館土曜講座：徐　勝氏「東アジアから見た有事法制」
    02年11月22日　公法研究会：神山圭介氏「テロ特措法と自衛権」、金 英哲氏「『永住外国
                   人』の人権」、手賀直美氏「司法積極主義と消極主義」、久岡洋平氏「外国
                  人の参政権」
    02年11月29日　公法研究会：村田稔晴氏「学校体罰をめぐる法と教師の実態 ―教師による体
                  罰克服に向けて－」、中村知子氏「韓国における日本大衆文化に対する法的
                  統制」、伊達寛明氏「プライバシーの権利」、岩倉大介氏「憲法学からみる
                  労働者の人権」、武内彰訓氏「違憲審査における憲法価値の実現」
                  民事法研究会：横山眞治氏「コンピュータ・ソフトウェアの多面的保護の課
                  題　－著作権と特許権の交差領域を中心として－」、山内章子氏「共有者の
                   一部の者が提起した審決等取消訴訟の適法性について」、稲垣啓氏「商法会
                   計の利害調整機能終焉への懸念」、片岡大輔氏「経営判断に対する取締役の
                  責任」
                   政治学研究会：塚脇裕康氏「リチャード・ローティーの政治的方法論」、鈴
                  木康太氏「政策評価の課題と展望」



立命館大学法学部ニューズレター立命館大学法学部ニューズレター立命館大学法学部ニューズレター立命館大学法学部ニューズレター立命館大学法学部ニューズレターNo.31(2002.12)No.31(2002.12)No.31(2002.12)No.31(2002.12)No.31(2002.12)
2 12 12 12 12 1 Ritsumeikan UniversityRitsumeikan UniversityRitsumeikan UniversityRitsumeikan UniversityRitsumeikan University



立命館大学法学部ニューズレター立命館大学法学部ニューズレター立命館大学法学部ニューズレター立命館大学法学部ニューズレター立命館大学法学部ニューズレター No.31(2002.12)No.31(2002.12)No.31(2002.12)No.31(2002.12)No.31(2002.12)

Ritsumeikan UniversityRitsumeikan UniversityRitsumeikan UniversityRitsumeikan UniversityRitsumeikan University 2 22 22 22 22 2



立命館大学法学部ニューズレター立命館大学法学部ニューズレター立命館大学法学部ニューズレター立命館大学法学部ニューズレター立命館大学法学部ニューズレターNo.31(2002.12)No.31(2002.12)No.31(2002.12)No.31(2002.12)No.31(2002.12)
2 32 32 32 32 3 Ritsumeikan UniversityRitsumeikan UniversityRitsumeikan UniversityRitsumeikan UniversityRitsumeikan University



立命館大学法学部ニューズレター立命館大学法学部ニューズレター立命館大学法学部ニューズレター立命館大学法学部ニューズレター立命館大学法学部ニューズレター No.31(2002.12)No.31(2002.12)No.31(2002.12)No.31(2002.12)No.31(2002.12)

Ritsumeikan UniversityRitsumeikan UniversityRitsumeikan UniversityRitsumeikan UniversityRitsumeikan University 2 42 42 42 42 4



立命館大学法学部ニューズレター立命館大学法学部ニューズレター立命館大学法学部ニューズレター立命館大学法学部ニューズレター立命館大学法学部ニューズレターNo.31(2002.12)No.31(2002.12)No.31(2002.12)No.31(2002.12)No.31(2002.12)
2 52 52 52 52 5 Ritsumeikan UniversityRitsumeikan UniversityRitsumeikan UniversityRitsumeikan UniversityRitsumeikan University


